松田町意思疎通支援事業実施要綱

（趣旨）

第１条　この要綱は障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２２条第１項及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第７７条第１項第６号に規定に基づき、聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者等とその他の者の意思疎通を支援する者の派遣等を行い、日常生活上の便宜を図ることで聴覚障害者等の自立及び地域社会への積極的な参加の実現に資することを目的とする。

　（事業内容）

第２条　松田町が実施する意思疎通支援事業（以下「事業」という。）は、次に掲げるものとする。
（１）　意思疎通支援者の登録に関する業務
（２）　意思疎通支援者の派遣に関する業務
（３）　前各号に掲げるもののほか、事業の実施に必要と認められる業務
　（実施主体）

第３条　事業の実施主体は、松田町とする。
　（意思疎通支援者）

第４条　意思疎通支援者とは、次の第１号から第３号に掲げる手話通訳者、及び第４号から第５号に掲げる要約筆記者であり、松田町意思疎通支援者台帳に登録されたものをいう。
（１）　厚生労働大臣認定の公的資格である手話通訳技能認定試験（手話通訳士試験）の合格者
（２）　神奈川県手話通訳者認定試験の合格者
（３）　前２号で規定するものと同等と認められる者
（４）　神奈川県要約筆記者認定試験の合格者
（５）　前号で規定するものと同等と認められる者
（事業の委託及び監督等）
第５条　町長は、第２条に規定する業務を町長が認めた法人（以下「受託者」という。）に全部又は一部を委託することができる。
２　町長は、前項の規定により業務を委託したときは、業務の
適正な遂行を図るため、受託者に対して常に状況に応じた監
督を行い、適正な履行を確保するものとする。
３　受託者は、前項の規定による町長の監督を受け、町長から
役務改善命令等がなされた場合、その補正等の処置をしなけ
ればならない。　

　（意思疎通支援者の登録）

第６条　意思疎通支援者として登録を希望する者は、松田町意思疎通支援者登録（新規・更新）届出書（第１号様式）に、次のいずれかの書類を添付して町長に届け出なければならない。
（１）　手話通訳者であることを証する書類
（２）　手話奉仕員であることを証する書類　
（３）　要約筆記者であることを証する書類
２　町長は、前条の申請書の提出があったときは、内容を審査し、登録の可否を決定し、松田町意思疎通支援者登録決定（却下）通知書（第２号様式）により、申請者に通知するものとする。
３　町長は、前項の規定により松田町意思疎通支援者として登録の決定をしたときは、松田町意思疎通支援者登録台帳（第３号様式。以下「登録台帳」という。）に登録するものとする。
（意思疎通支援者登録証）
第７条　町長は、前条の規定により登録した意思疎通支援者に対し、松田町意思疎通支援者証（第４号様式。以下「支給者証」という。）を交付するものとする。
２　支援者証の有効期間は、前条第３項の規定による登録をし
た日から１年が経過した日の年度の末日までとする。
３　意思疎通支援者は、業務に従事するときは常に支援者証を
携帯し、提示を求められた場合は、これを提示しなければな
らない。
４　意思疎通支援者は、登録事項に変更があるときは、速やか
に松田町意思疎通支援者登録事項変更届（第５号様式）を町
長に提出しなければならない。
５　意思疎通支援者は、支援者証を紛失等したときは、速やか
に松田町意思疎通支援者証紛失等届兼再交付申請書（第６号
様式）を町長に提出しなければならない。
（登録の更新）
第８条　意思疎通支援者は、登録の更新を希望する場合には、登録期間が満了する閉庁日を含まない１５日前までに、第６条第１項の規定による届出書（第１号様式）を提出しなければならない。

（登録の取り消し）

第９条　町長は、次の各号のいずれかに該当した場合には、意思疎通支援者の登録を取り消すことができる。この場合において、支援者証は、速やかに町長に返還しなければならない。
　（１）　意思疎通支援者から松田町意思疎通支援者登録辞退届（第７号様式）の提出があったとき
　（２）　第１０条第１項の規定に違反したとき
（３）　手話通訳士及び要約筆記者の認定が取り消されたとき
　（４）　神奈川県による手話通訳者または、要約筆記者の認定が取り消されたとき　
（意思疎通支援者の責務）
第１０条　意思疎通支援者は、自らその技術と知識の向上に努めるものとし、意思疎通支援業務の遂行にあたって、次の各号に掲げる事項を遵守するものとする。
　（１）　意思疎通支援者は、聴覚障害者等の人格を尊重し、その信条等によって差別的な取扱いをしてはならない
　（２）　意思疎通支援者は、業務上知り得た情報を利用者及びその関係者の意に反して第三者に提供してはならない。
２　前項第２号の規定は、意思疎通支援者を辞した後も適
用する。
（派遣の対象者）
第１１条　意思疎通支援者の派遣の対象となる者は、松田町に住所を有する聴覚障害者等とする。
（派遣要件）
第１２条　意思疎通支援者の派遣は、聴覚障害者等が日常生活及び社会生活を営むために必要な場合又は意思疎通支援者を必要とする行事の主催者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、派遣は行わないものとする。
（１）　営利を目的とした場合
（２）　政治団体若しくは宗教団体が行う活動に参加する場合
（３）　町長が社会通念上派遣することが好ましくないと認める場合
（４）　町長が公共の福祉の場に反すると認めた場合
２　派遣の範囲は、１日の範囲で業務を終えることが可能
なものとする。
（派遣の地域及び時間）
第１３条　意思疎通支援者を派遣できる地域は、神奈川県内とし、派遣できる時間は原則として午前９時から午後９時までとする。ただし、第１４条第２項に該当する場合及び特に町長が認めた場合は、この限りではない。
（派遣の申請）
第１４条　意思疎通支援者の派遣を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、派遣を受けたい日の閉庁日を含まない１０日前までに松田町意思疎通支援者派遣申請書（第８号様式）を町長に提出しなければならない。
（緊急の派遣）

第１５条　前条の規定にかかわらず、小田原市消防本部等に緊急搬送を要請し、手話通訳者がいなければ支障があると考えられる場合に限り、緊急に意思疎通支援者の派遣を受けることができる。ただし、人命救助が優先であるため、意思疎通支援者の到着を待たずに緊急搬送が行われる場合がある。また、緊急搬送された病院で意思疎通支援者の派遣が必要である場合は、その病院より町へ派遣要請ができるものとする。これらの場合においては、緊急搬送要請をした日より閉庁日を含まない５日以内に申請書を町長に提出しなければならない。
（派遣の決定）
第１６条　町長は、前条の申請があったときは、内容を審査し、意思疎通支援者の派遣の可否を決定し、意思疎通支援者へ松田町意思疎通支援者派遣決定（却下）通知書（第９号様式）により、申請者に通知するものとする。
２　町長は、前項の規定により意思疎通支援者の派遣を決定したときは、対応可能な意思疎通支援者を選定し、手話通訳・要約筆記依頼書（第１０号様式）により、意思疎通支援者に依頼を行うものとする。ただし、緊急やむを得ない場合は、この限りではない。
（費用の負担）
第１７条　意思疎通支援者の派遣に要する費用は、原則町負担とする。ただし、意思疎通支援業務を行う際に必要となる意思疎通支援者に係る入場料、参加費その他これらに類する費用については、申請者が負担をしなければならない。
２　申請者が意思疎通支援者の派遣を必要とする行事等の主催者の場合、前項の規定にかかわらず、申請者が前項に規定する費用等を負担しなければならない。
（派遣の停止等）
第１８条　町長は、申請者が虚偽の申請により意思疎通支援者の派遣決定を受けた場合は、意思疎通支援者の派遣を停止し、意思疎通支援者の派遣に係る費用の全額又は一部の支払いを命ずることができる。
（報告）
第１９条　派遣された意思疎通支援者は、意思疎通支援業務終了後、速やかに松田町意思疎通支援者派遣業務報告書（第１１号様式）を作成し、派遣日から閉庁日を含まない２０日以内に町長に報告をしなければならない。
（報償等）
第２０条　町長は、業務報告書により適正に業務が行われたことが確認できた場合は、別表により算定した報償等を意思疎通支援者に支払うものとする。
２　通訳時間が長時間にわたる場合又は手話使用の状態に応じるために、２名以上の手話通訳者等を派遣する場合は、各々について前項の報償等を支払うものとする。
３　手話通訳時間とは、意思疎通支援者が手話通訳を行った時間（自宅から実施場所までの往復時間は含まない）とする。
（その他）
第２１条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、町長が別に定めるものとする。
附　則　　
（施行期日）
１　この告示は、平成２９年４月１８日から施行する。
（松田町手話通訳者及び要約者派遣支援事業実施要綱の廃止）
２　松田町手話通訳者及び要約者派遣支援事業実施要綱（平成１５年４月１日施行）は、廃止する。

別表（第２０条関係）
	項目
	区　分
	単　価

	報償費
	手話通訳活動等３時間まで
	３，０００円

	
	手話通訳活動等６時間まで
	６，０００円

	
	手話通訳活動等９時間まで
	９，０００円

	
	手話通訳活動等１２時間まで
	１２，０００円

	交通費加算
	足柄上地域内の活動
	１回につき５００円を加算

	
	足柄上地域外の活動
	１回につき１，０００円を加算

	時間外加算
	午後９時から午前５時までの活動
	１時間まで１，０００円を加算
上限８，０００円
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